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１　階段について

　屋内階段の床面積の取扱について、「建築基

準法」と「不動産登記法」での違いを説明し、

　床面積に算入される屋内階段の評価と床面積

に算入されない屋内階段の評価について説明し

た。

「床面積に算入される屋内階段の評価」

　平成27年度の評価基準に追加される「その

他工事の階段、166,510点」は、階段を施工す

る手間等に相当するものであり、階段部分の踏

面及び蹴上の資材費に相応する評点数は含まな

い。したがって、その資材費に対応する費用は、

床または、内壁として評価する必要がある。ま

た、階段部分についても床組及び床仕上及び内

壁の点数を付加する必要があるので、２階床面

積より階段部分の面積を控除する必要はない。

「床面積に算入されない屋内階段の評価」

　課税の均衡上、評点数を付設する必要があり、

その方法として２例を示し、留意点について説

明した。

Ａ：計算単位となる延べ床面積を固定し、「施

工量の多少」で評価する方法（登記簿面積に対

する床面積に算入されない当該部分の割合を算

出し、当該部分を基に増点補正を行って評価す

る方法）

Ｂ：階段部分の床面積を２階床面積に加算して

評価する方法（評価基準解説に記載されている）

２　ロフトについて

　建築基準法の「小屋裏物置等」の「ロフト例」

について、建築基準法でも不動産登記法でも床

面積には算入されないが、家屋として評価する

方法（Ａ方法採用）と留意点についての説明。

平成24年度評価基準解説では、カッコ書きで

（例えば、天井高1.5m未満の部屋であっても床、

内壁、天井等が施工されていれば評価に含める

べきものである。）と記され、評価しやすくな

った。

３　建床面積について

　建築基準法において建床面積と類似する概念

の「建築面積」と固定資産評価における「建床

面積」の考え方を説明した。

　「固定資産評価における建床面積の考え方」

屋根：補正項目で「軒出の多少」の補正項目が

あることから、軒出については、建床面積で算

定する必要はない。従って、屋根における建床

面積とは、当該家屋全体の水平投影面積を基礎

として柱･壁等の中心線で囲まれた部分を指す

ものと考えられる。

基礎：面積に関係する補正項目は特段設けられ

ていない。従って、実際に基礎がある範囲が計

算単位となると考えられるが、次のように、ピ

ロティ、ポーチのある家屋については、注意が

必要である。

ピロティ・ポーチの基礎について留意点：ピロ

ティ・ポーチの部分については独立基礎となっ

ていることがあり、独立基礎を用いた家屋につ

いては地ばりで施工を行うこととなるので、ポ

ーチ部分も基礎の建床面積に含まれる。


